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米子市監査委員告示第４号 

 

住民監査請求に基づく監査結果の公表について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２４２条第１項の規定に基づく

住民監査請求（以下「本件請求」という。）について、同条第４項の規定により監査を行ったので、

同項の規定によりその結果を次のとおり公表する。 

 

  令和元年１０月２８日 

  

                      米子市監査委員 野 坂 正 史                     

米子市監査委員 植 田   昭 

                      米子市監査委員 安 田   篤 

 

第１ 請求の受付 

１ 請求人 

（省略） 

（省略） 

（省略） 

（省略） 

（省略） 

（省略） 

（省略） 

（省略） 

 

２ 請求の内容 

（１）令和元年８月２６日付けで提出された住民監査請求書 

住 民 監 査 請 求 書 

 

下記の通り地方自治法第２４２条第１項の規定により別紙事実証明書を添えて必要な措

置を請求します。 

 

１ 請求の要旨 

  公益財団法人鳥取県環境管理事業センター（以下センターという。）が、米子市淀江町

小波で設置を計画している産業廃棄物管理型最終処分場（以下淀江産廃という。）の用地

は、現在環境プラント工業株式会社（以下環境プラントという。）が運営している一般廃

棄物最終処分場の一部及び一般廃棄物最終処分場のⅢ期計画地と重なり、その面積の約

５０％が米子市有地（土地の表示 米子市淀江町小波字泉原４３４－２原野 以下「こ

の土地」という。）内である。（資料７参照） 

この一般廃棄物最終処分場は、平成２７．１．２６開催の鳥取県西部広域行政管理組合

（以下西部広域という。）ごみ処理施設等調査特別委員会資料において、残り１０年程度

で埋立容量が満杯になることを想定している。（資料１参照） Ｈ２８．１第３次米子市

一般廃棄物処理基本計画では、埋立て完了は約１０年後と見込まれており、現在の最終

処分場の埋立て完了に伴う次期最終処分場の確保が大きな課題であると述べている。（資

料２参照） 平成３０．１１．１９開催の西部広域の議会定例会議では、埋立残余年数
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は、７年程度と予測している。（資料３参照）西部広域は、５０％を外部処理することに

よって、６～７年程度延命する考えであるが、これは、新規地点での一般廃棄物最終処

分場の実現性が何も担保されない状況下での一事凌ぎであり問題の無責任な先送りであ

る。 

米子市長が、この土地をセンターに対し淀江産廃用地として使用させることは、喫緊

の課題である米子市を含む鳥取県西部広域行政圏９市町村民約２４万人（鳥取県の人口

の約４３％）の次期一般廃棄物最終処分場の確保を困難にするとともに、米子市財政に

多大な損害を発生させるおそれがある。 

よって米子市監査委員は、米子市長に対し次の措置を講ずるよう勧告することを求め

る。 

①米子市長は、平成９年８月２８日、旧淀江町と環境プラントの間で締結した開発協定 

（以下協定という。）第４条（資料１０参照）で定める「一般廃棄物最終処分場としての

用途」を「産廃最終処分場としての用途」に変更する改定を行わず、環境プラントに対

し協定の履行を請求すること。 

②使用承諾書の提出は、「この土地」の貸借契約締結の前提行為となるので、米子市長は

「この土地」の使用承諾書をセンターに提出しないこと。 

③センターとの間で、センターが「この土地」を産廃用地とすることを目的とした貸借

契約を締結しないこと。また、貸借によらず売り渡しによることとした場合も同じ。 

 

２ 予定される処分行為 

（１）淀江産廃はもともと環境プラントが事業主体として計画したが、平成２７年３月セ

ンターに事業主体を変更したものである。センターは平成２８年１１月３０日鳥取県

条例に基づき事業計画書を設置許可権者である鳥取県知事に提出した。 

 

（２）センターは、それに続いて県条例に従い、事業計画書の縦覧、事業計画の説明会、関

係住民とセンター間で意見書・見解書のやりとりを行った。県は、センターや関係住

民からの意見調整申出により紛争の解決を図るため意見調整会議を実施したが、令和

元年５月３１日付で関係住民の理解を得ることは困難として、「意見の調整を終結する

とき」に該当するものと判断し米子市ほかにその旨通知した。 

センターは、県からこの通知を受け取れば、県条例上、廃掃法に基づき淀江産廃の設

置許可申請手続きは可能となり、申請手続きに着手することは明白である。 

 

（３）一方、米子市とセンターは平成２８年３月２５日、協定や市有地の取り扱いについ

て協議を開始した。伊木米子市長は、平成２９年６月２１日開催の米子市議会におい

て、市議会議員の質問に対し「条例手続きが終了した時点で米子市有地について判断

する。」旨回答している。令和元年５月１９日の意見調整会議でセンターの瀧山理事長

は米子市有地を貸借する旨表明した。また、センターは令和元年７月１５日、米子市

長に対し米子市有地の利用について要請をした。この要請に対し、米子市は、この要

請に応ずる方針を固め、明日（令和元年８月２７日）開催の米子市議会全員協議会で

表明する旨が報じられている。（資料３５参照） 

地方自治法第２４２条第１項では、財務会計上の行為がいまだになされていない場

合でも「当該行為がなされることが相当の確実さをもって予測される場合」には、当該

住民は監査請求ができる旨規定している。 

「当該行為がなされることが相当の確実さをもって予測される場合」とは、大阪地裁

平成２３年１月１４日判決で示されているとおり「当該行為がなされるおそれが存す

る場合において、単にその可能性が漫然と存在するというだけでなく、その可能性、危

険性等が相当の確実さをもって客観的に推測される程度に具体性を備えている場合を

指すと解するのが相当である。」としている。県条例手続きが終結し、米子市がセンタ

ーの土地利用の申し出を受け、それに応じることを明日開催の市議会全員協議会で表



3 
 

明することが明らかになった現段階において客観的に推測される程度に具体性を備え

ており住民監査請求の対象である市有財産の管理・処分に係わる次の行為を行う可能

性・危険性を備えている。 

・ 「この土地」を淀江産廃用地とするためには、協定で定める用途を一般廃棄物最終

処分場から産廃最終処分場に変更する必要があるところから、センターは、米子市と

環境プラントに対し、協定を改定するよう要請し、双方はこれに応じる。 

・ 鳥取県（循環型社会推進課）の定める廃棄物処理施設の設置許可申請書の手引きで

は許可申請書に土地の使用承諾書を添付することを定めている（資料９参照）ことか

ら、センターは、淀江産の設置許可申請に先立ち、米子市に対し「この土地」の使用承

諾書の提出を求め、米子市はこれに応ずる。 

・ 米子市は、センターとの間で、センターが「この土地」を産廃用地とするため貸借契

約を締結する。なお用地売買契約の締結をする可能性もある。 

米子市監査委員が、上記の行為が現時点では相当の確実さをもって予測されるとは認

められないと判断すれば、地方自治法第２４２条第１項の請求の運用は、不可能となっ

てしまい、同規定の精神・目的（不当な財務会計上の行為の予防）を達成することが出

来ず、住民監査請求制度を無意味とし米子市の構成員である市民全体の利益を害するお

それが大である。 

 

３ 違法及び不当である理由 

「この土地」は大和村が保有していたが、大和村と淀江町の合併により旧淀江町が承継

し、更に平成１７年３月、淀江町と米子市の合併により、米子市有地となったものであ

る。現在、環境プラントは、「この土地」の一部（２７，７４１㎡）を無償で使用し、民

有地等と併せて５５，０１０㎡を用地として、協定に基づき一般廃棄物最終処分場を設

置し西部広域より業務委託を受けて、一般廃棄物最終処分場業務を営んでいる。 

（１）一般廃棄物最終処分場Ⅲ期計画に対する旧淀江町の同意について 

環境プラントが、協定に基づき旧淀江町に提出した「変更開発事業実施計画書」につ

いて下記の通り旧淀江町が同意した。これにより一般廃棄物最終処分場のⅢ期計画地

は協定の適用範囲となった「この土地」を産廃用地にすることは、現行の一般廃棄物最

終処分場の全体計画（Ⅲ期計画を含む。）に矛盾し協定に違反する。 

①環境プラントは、一般廃棄物最終処分場について地元関係者より跡地利用のための

申し入れがあったことや、また廃棄物埋め立て用の保護土として掘削残土置場用地の

確保のため、開発面積を拡大する必要があったことから、現行計画を変更することと

し、協定書第３条の規定に基づき平成９年８月２８日旧淀江町に対し「変更開発事業

計画書」の「同意願い」を提出した。（資料１１参照） 

この「変更開発事業実施計画書」には、「変更内容欄」にⅢ期計画を含めるとともに、

Ⅲ期計画を含む全体計画を記載している。そして全体計画（Ⅰ期、Ⅱ期、Ⅲ期などの各

計画区分が表示されている。）を示す平面図が添付されている。環境プラントはこの「同

意願い」に「当処分場建設にあたり、当初より、谷全体を埋立る計画で進んでおりⅠ期

工事、Ⅱ期工事に伴う変更工事の準備も整いました。残るⅢ期工事については、県道建

設等のからみもある為、実計画が出来ない状況にあります。Ⅲ期計画に着工出来る状

況が整った時点で、申請手続きを行いたいと考えております。」という文言を記載して

いる。（資料１２参照） 

また「○各関係者同意について 当初から各関係者には、谷周辺が一体化するような

計画で説明等をおこなっており、よって今回変更部分及びⅢ期工事等については当初

同意書で問題ないと考えます。尚、工事着工にあたり、各関係者にはあらかじめ報告を

行っており、なんら問題はありません。」という文言も記載している。（資料１３参照） 

これは、Ⅲ期計画は旧淀江町、環境プラント間で、合意済みであることを示している。 

この時点で全体計画について旧淀江町の同意を求める必要があったのは、一般廃棄

物最終処分場の変更に伴い必要となる森林法の林地開発許可手続きの要請に合致する
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ためである。すなわち林地開発の許可基準の運用にあたっては、全体計画との関連が

明らかであること、並びに掘削残土置場用地など一時的に森林を使用する場合には事

後措置が適切に行われることが明らかであることが求められていたからである。（昭和

４９年１０月３１日付 農林事務次官より各知事宛て文書（資料１５参照） 

掘削残土置場用地は、Ⅲ期計画地内に計画されており、一時的に森林を使用した後

に、Ⅲ期計画地として使用する計画であることを示している。 

旧淀江町は、この「同意願い」に対し、平成９年１０月２３日付で環境プラントに対し

同意書を交付している。（資料１４参照） 

この同意により、Ⅲ期計画を含む全体計画は、協定が適用される範囲となった。この

ことに疑念があるならば、決裁ルートの関係者（合併時の旧淀江町長、合併後に米子市

幹部となった旧淀江町の起案担当職員）に説明を求めれば確認できる事柄である。し

かし米子市は、相手の協力が得られなかったとして、事実を確かめようとしない。 

 

（２）一般廃棄物最終処分場Ⅲ期計画の４者による確認と西部広域の承認について 

   協定締結に先立ち、平成８年２月１日、淀江町長 森本和夫、淀江町土地改良区理

事長 山根淳、西部広域事務局長 伊塚勇造、環境プラント 代表取締役 河本弘文

の４者は、一般廃棄物最終処分場の開発区域内の「この土地」の一部を含め周辺土地

を全体計画に折り込んでⅢ期計画区域として確認している。それには、４者が押印し

た全体計画を示す図面が添付されている。（資料１６参照） 

平成４年１１月２日、西部広域管理者（米子市長）と環境プラントの間で交換された

覚書第６条によれば、環境プラントは県等に対する許可申請手続きをしようとすると

きは、あらかじめその許可申請に係わる書類一式を西部広域管理者（米子市長）に提出

し、その承認を得た後において県等に提出するものとすると定めている。（資料１７ 

参照） 

環境プラントが県に提出した一般廃棄物最終処分場変更許可申請書、林地開発許可

申請書、及び旧淀江町に提出した「変更開発事業実施計画書」の同意願い文書にはいず

れも、資料１６が添付されており、Ⅲ期計画を含む全体計画を西部広域管理者（米子市

長）は承認していることは明白である。 

またこの４者は、平成８年２月９日付確認書において、「旧淀江町並びに淀江町土地

改良区から、当初の計画通り、最も有効な処分場の跡地利用を考え、谷周辺が一体化す

るよう計画を実行してほしいとの要望が出されたこと」を確認し、併せて「一般廃棄物

最終処分場埋立計画検討協議資料」のタイトルを付した全体計画を示す図面を添付し

ている。（資料１８参照） 

すなわち旧淀江町は谷周辺を一体化してほしい意向を持っており、Ⅲ期計画はそれに

適合した計画である。よって米子市長は以上の経緯を無視し、「この土地」を淀江産廃

としてセンターに使用させることは不当である。 

 

（３）開発協定は、一般廃棄物最終処分場の建設を目的とした行政契約であり、契約の当

事者が合意すれば改定できる一般の私的契約法原理は、当てはまらない。米子市は、

環境プラントに対し協定で定めた一般廃棄物最終処分場の建設の履行を請求すべきで

ある。 

   協定は、第１条第１項において、事業の目的として環境プラントは不燃物最終処分

場（一般廃棄物最終処分場）の建設を行い、もって鳥取県西部広域行政圏の衛生事業

に寄与するものとする旨定めている。従って協定は、環境プラントが鳥取県西部広域

行政圏の一般廃棄物最終処分場の建設という公共目的を実現する義務を負っている官

対民の行政契約である。行政契約は、契約締結の当事者が合意すれば改定ができる一

般の私的契約と異なり、公共性の確保を目的としており、行政の活動である限り、私

人間の民法上の契約法原理はそのまま当てはめられない。「この土地」を米子市行政当

局の裁量よって恣意的に、産廃用地とする協定の改定は、西部広域行政圏の一般廃棄
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物最終処分場の確保という公共の利益に対し、重大な不利益を与えることになるから

である。（米子市は、これまで市議会で「この土地」を産廃用地にするためには協定の

改定が必要であると表明していたが、突如、本年の６月市議会で、なんら根拠を示さ

ず協定を改定する必要がない旨表明したのは、説明責任を果たさず無責任極まりない

対応である。） 

米子市は、市議会等で繰り返し「本市としては、産業廃棄物最終処分場は、鳥取県内

の産業活動を維持するため、必要な施設であると認識しているが、産業廃棄物最終処

分場の設置に当たりましては、地元住民の皆様のご理解が大前提であると考えていま

す。」と回答し、産廃最終処分場について地元住民の理解があれば、米子市有地を産廃

に供すると受け止められる発言を繰り返している。しかし、一般廃棄物は、企業等の排

出者に最終処分責任がある産廃とは異なり、廃棄物処理法上、市町村に最終処分を含

め処理の法的義務が課せられており、米子市は産廃でなく一般廃棄物最終処分場の確

保を優先して第一に取り組むべきである。 

行政活動は、透明性、公正性、説明責任が当然求められるが、米子市は産廃用地とす

ることについて透明性、公正性、説明責任をどう図ろうとするのか理解ができない。 

米子市は、平成２０年５月、環境プラントが事業主体となって産廃を建設することが

決定した時点に於いて、環境プラントに対し、直ちに行政契約である協定の履行を求

めるべきであり、環境プラントがこれに応じない場合は、「裁判の手続きによる強制」

を求める法的権利があるにも係わらず、それを履行しないまま今日まで、条例手続き

を傍観し続けた。これは西部広域行政圏の住民に対する背信であると断ぜざるを得な

い。 

環境プラントは、米子市に対し調査の同意要請の手続きをせず「この土地」内でボー

リング等の生活環境影響調査を実施した。米子市は、この調査の実施を黙認した。この

ことから環境プラントと米子市は当初から市有地内での産廃計画を進めるという共通

認識があり、その時点で既に次期一般廃棄物最終処分場の確保について責任を放棄し

ていたと言われても仕方あるまい。 

米子市は、事業主体が環境プラントからセンターに変更になった平成２７年３月時

点でもセンターに対し、上述のⅢ期計画を尊重しこれとの整合性が図れるか否か検討

し、協定の履行（一般廃棄物最終処分場の建設）を求めるべきであったにも係わらず、

行わなかった。また米子市は、平成２９年４月に新体制になった時点でこれまでの対

応を見直す機会があったにも係わらずそれをせず、旧体制の路線を踏襲してきた。淀

江産廃計画が、明らかになった平成２０年５月から既に今日まで、１１年が経過した。

計画が明らかになった時点で米子市が環境プラントに対し協定で定められた一般廃棄

物処分場建設という責務の履行を求めていたならば、この間に一般廃棄物最終処分場

は、既に完成を見ていることは疑いのないところである。 

なお、協定第２６条において、不測の事態により目的の達成が著しく困難となった

ときは協議の上、その内容を変更することが出来る旨の定めがある。不測の事態とは、

当該地が土地収用法により事業認定を受けた事業の起業地となったり、天災地変によ

り利用不能になったり、或いは環境プラントの企業経営の継続に問題が生じた場合等

が想定されるが、環境プラントが協定の遵守義務に自ら違反をし、淀江産廃計画に協

力することをもって不測の事態とは言えない。 

この度のセンターの淀江産廃処分場は、関係４当事者間で確認し、旧淀江町が同意

した一般廃棄物最終処分場全体計画区域のⅢ期計画区域内に設置を計画しているもの

であり、この一般廃棄物最終処分場とは相容れないものである。現在なお次なる一般

廃棄物最終処分場の候補地さえ見つからない現状で、米子市がこの土地をセンターに

産廃用地として使用させることは違法且つ不当である。 

平成２０年５月２７日開催されたセンター理事会（資料１９参照）において、センタ

ー理事の角米子市副市長（当時）は、「まずはこの候補地の地権者の御理解なり手続き、

それと関係する複数になろうかと思いますけども、各集落の御理解をこれは言うまで
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もなく得る必要があるということ。その辺がどこまで進行しているかというのはまだ

私も把握しておりませんけれども、当然それに向かってこれからの作業が続いていく

と思います。（途中省略） 現在各地権者の意向がどうなっておるかというのは定かで

はありませんが、それもこれから解決していかなければいけない。 

（注）米子市自らが、産廃計画地の約半分の地権者であるにも係わらず、このような発

言をしている。 

これからいろんな努力を私も含めてやっていく必要がありますけれども、くれぐれも

一般廃棄物の処理施設ではありませんので、一番ネックになるのは地元関係住民の御

理解というところではきっちりと鳥取県、また事業センターの責務は当然はたしてい

くべきであるということで、地元米子市としましても可能な限り協力をするつもりで

ございますので、その点は確認し、お願いをいたしたいと思います。」と述べている。 

また、平成２４年２月２４日、野坂米子市長（西部広域管理者）ほか出席の下で開催

された西部広域定例会議（資料２０参照）において、角米子市副市長（西部広域副管理

者）は、「平成１７年以前にいわゆる第３処分場候補地ですね、産廃の候補地が、一般

廃棄物の処分場として活用するというようなお話は、あったというふうに認識してお

りますが、それが正式に方針決定して位置づけられてまでなかったという状況でござ

います。それを方針決定する前にですね、民間業者さんなり、環境管理事業センターな

りが、先行的に産廃施設として活用する対応されたと、いうことございますので・・」

と述べている。 

これらの角米子市副市長の発言は、次ぎの①～④の事実と矛盾する。なおⅢ期計画は、

西部広域が正式に方針決定しようが、しまいが、旧淀江町が周辺の谷一体を埋め立て

る意向であることを関係４者が確認をしており、且つ旧淀江町が同意した計画である

ことは疑いの余地はない。米子市は、淀江産廃が浮上した時点で次の①～④の経緯を

尊重しこれとの整合性が図れるか否か検討した形跡は窺えない。淀江町との合併によ

り、旧淀江町の同意を引き継いだ米子市は、西部広域行政圏人口の６２％を占める立

場で、指導力を発揮し、Ⅲ期計画の実現を図るべきである。 

①上記３（１）で記述した事実（Ⅲ期計画を含む全体計画に対し、旧淀江町が同意して

いる。添付図面に淀江町、淀江町土地改良区、西部広域、環境プラントが押印し確認

していること。） 

②環境プラント及び西部広域連名の案内パンフレットにⅢ期計画地が図示されている

こと。（資料３２参照） 

③西部広域のホームページにⅢ期計画地を掲載していたこと。 

④上記３（２）で記述した事実（平成４年１１月２日、西部広域管理者（米子市長）と

環境プラントの間で交換された覚書第６条によれば、環境プラントは県等に対する

許可申請手続きをしようとするときは、あらかじめその許可申請に係わる書類一式

を西部広域管理者（米子市長）に提出し、その承認を得た後において県等に提出する

ものとすると定めていること。） 

現在の一般廃棄物最終処分場は満杯まで後７年程度と言われており、米子市長が一

般廃棄物最終処分場を確保しなければならないという自らの行政上の義務に目をつむ

り、産廃に協力するということは、米子市民を始め西部広域行政圏の住民に対する責

任の放棄である。 

 

（４）町内に産廃の適地はないという旧淀江町の意向に反する。 

センターは候補地選定方針（資料２１参照）を策定し飲用水源又はその計画がある

箇所の直近上流に位置しないことを選出基準の一つにしている。 

センターは平成１５年７月１６日付文書により県内各市町村長に対し産廃最終処分

場の建設可能性のある候補地について問い合わせを行った。この問い合わせで示され

ている候補地の条件として飲用水源地、もしくは飲用水源地に隣接して直上流に位置

しない土地としている。（資料２２参照）これに対し旧淀江町は平成１５年８月１２日
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付で「産廃処分場」の候補地はない旨回答した。（資料２３参照）このことは地下水の

豊富な地域を有する淀江町の行政の立場から、「この土地」を「産廃処分場」にするこ

となど論外であったことを物語っている。米子市当局は、平成２９年９月８日開催の

市議会で、旧淀江町のこの意思表示は米子市も承継している旨の答弁をした。 

米子市は、当該地で環境プラントが産廃事業について手を挙げた時に、旧淀江町のこ

の意思表示の内容を環境プラントに示すべきであったにも拘わらず、行わなかった。

周辺住民を初め多くの市民が不安を抱いている淀江産廃のため「この土地」をセンタ

ーに使用させることは不当である。 

 

（５）淀江産廃は、次期一般廃棄物最終処分場の確保を困難にし、米子市の財政に多大な

損失を与えるとともに、米子市有財産の価値を著しく低下させる。 

「西部広域」は、現在の一般廃棄物最終処分場は後７年程度で埋め立容量が満杯にな

ることを想定している。一般廃棄物最終処分場は迷惑施設であり、新規地点に取り組

むとしても、地点選定、地権者、関係住民、自治会等との地元調整等が難航するのが通

例であり、実現の見通しも容易に立てられない。また進入道路等の新たなインフラ整

備、担当要員の投入により発生する人件費を含め必要な経費と時間は計り知れない。

当該地は直下の関係地元である小波上、小波浜は、一般廃棄物最終処分場のⅢ期計画

を含め全体計画について既に同意しており（資料２４参照）、また用地の約５０％が米

子市有地である。米子市が、一般廃棄物最終処分場とするための主要課題がほぼ解決

済みであるこの地点を放棄し、新規地点を選定し取り組むことは行政上の無駄な行為

であり不当である。 

またこの土地を産廃用地とすることは、市有地の有効利用に反し、且つ土壌汚染地

として土地の評価を著しく下げることになる。このことは地方財政法第４条「地方公

共団体は、その財政の健全な運営に努め、常に良好の状態においてこれを管理し、その

所有の目的に応じて最も効率的に、これを運用しなければならない」という総則に違

反する。 

 

（６）米子市が地元住民の理解が得られていない中で、センターとの間で「この土地」を

淀江産廃用地として貸借契約を締結することは不当である。売り渡し契約も同じ。 

  ①県は去る５月３１日、関係住民の理解を得ることが困難と認定した。 

  ②地元住民が、センターの不適切な周知方法とそれに対する改善策をセンター・県に

求めるよう米子市に要請したにもかかわらず米子市はそれを無視した。この不適切

な対応のため農業者、水利権者に対し事業計画について必要な説明がされていない。 

センターは、自治会に説明しているからたとえ水利権者や農業者に説明していなく

ても問題ではないと弁明するが、自治会員の立場と水利権者・農業者の立場は異な

り、説明会は自治会とは区分して行うべきである。 

県の定める手続きの手引では、説明会の開催の周知方法については「関係住民に対

しては案内文を直接配布するなど、周知が確実に図れる方法としてください。」と定

めている。 

しかし、センターは、下表のとおり全体の約１３％の関係住民に対してのみ案内

文を持参したのみである。残りの８７％に当たる農業者・水利権者に対しては、土地

の地番と名前は分かったが住所がわからなかったので、個別に説明会の案内文を郵

送しなかったと答弁している。（平成２９年１１月６日米子市議会全員協議会におけ

る瀧山理事長答弁） 

土地の地番が分かれば不動産登記簿の交付を求めれば、直ちに氏名も住所も判明

する。また平成１２年９月からインターネットで登記情報提供サービスが全国で開

始されており、居ながらにして登記簿が閲覧できる時代の答弁とは思えない。 

センターは新聞広告やセンターのホームページに掲載したとしているが、新聞広告

の掲載は地方紙一紙であり、また高齢化が進んでいる地域住民に対し、自ら関係住
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民であることを知らせないでホームページへのアクセスを求めることは、無理であ

る。新聞広告やホームページへの掲載は、あくまでも調査によっても住所が容易に

知り得ない場合のラスト・リゾートに過ぎない。 

平成２９年１月１３日付日本海新聞に、関係自治会員以外を対象とした説明会は、

平成２９年２月７日（火）午後３時から５時までの間米子市淀江さなめホールで開催

する旨広告された。地元住民は、同年１月１９日付文書により、米子市、県、センター

に対し開催日時の変更を要請したが、県は、説明会の主催はセンターであるとして要

請を無視、センターを指導することもなく説明会は新聞広告どおり開催された。 

前述の米子市議会全員協議会でセンターの瀧山理事長は、周知計画については県に

報告したが、県から特段の御意見もなかったと答弁し、続いて「農業者の方、平日か休

日かというよりも、天候等ございます。２月ですので、農業的には比較的時間的には余

裕があるのではないかと、それから事業者の方についてはやっぱり勤務時間中おいで

いただくのが適切ではないかということで、私どもは平日にさせていただいた。」と答

弁している。開催結果は、収容人員約６００名の会場にはわずか２名の参加者であっ

た。（資料２５参照） 

米子市の兼業農家率は７４％であり、また専業農家は多角経営化され、この時期は

梨、柿の剪定の時期であり、またネギ、ブロッコリーの集荷と出荷と重なっており比較

的時間的余裕があると言えるものでない。 

その後我々が入手した「県条例運用マニュアル」では【参集の便】として説明会の開

催に当たっては、関係住民が参集しやすくするため、土日、祝祭日あるいは平日の夜に

最寄りの公民館で開催する等の配慮をするよう、事業者を指導する旨定めている。県

は【参集の便】について適切な指導を怠ったことになる。 

 ③○○○○○○○○○の漁業者の殆どが産廃に反対である。県は、平成３０年４月１５

日に説明会を開催したばかりで、漁業者の更なる説明会開催の要請に応じていない。 

④相談役として米子市の水道行政に長年協力し、米子市特別功労者として表彰されてい

る○○○○○○○○○○○○が、淀江産廃の地下水は、福井水源方向に流れる可能性

は否定できないとの見解を示されている。（資料２６参照） 福井水源は、淀江の世帯

の約８割、約３，１００世帯の上水道の水源であり、幼稚園、小学校、中学校の飲用水

ともなっている。米子市は、○○○○○○の見解を無視し続け、地元住民の指摘に向

き合わない県・センター廃棄物審議会の判断に対し何の検証をすることもなく依存し

米子市環境審議会に諮問しないのは不当である。 

⑤事業計画・生活環境調査内容に関し地元住民が提出した意見・疑問点について米子市、

センター、県、廃棄物審議会は答えていない。 

  米子市に対しては、米子市環境審議会での審議を求めたが、県の廃棄物審議会で審議

されるので、審議はしないとの回答であった。（資料２７、２８参照） さらに米子市

には、事業計画書に対する意見書を送付し（資料２９参照）米子市環境審議会での審

議を要請した。米子市は施設の安全性については、廃棄物審議会、専門家会議におい

て確認されるとしてこの要請を無視した。専門家会議は、一日開催されたばかりで、

しかも一般論の解説に終始した。その上、専門家会議のメンバーである地下水の専門

家は都合により当日会議は参加できないと予め通知していたにもかかわらず、県はそ

の専門家が欠席のまま強行に開催に踏み切った。 

一方県やセンターには、再三事業計画・生活環境調査の問題点について意見交換す

る技術会議の開催を要請したが、一切応じなかった。○○○○○は、条例に基づき、平

成３０年１１月２７日付で調整に関する意見書を知事宛に提出した。（資料３０参照） 

県は条例によりこの調整に関する意見書を廃棄物審議会に送付することとなっている

が、直ちに送付することなく意見書提出から約２ヶ月半後の平成３１年２月１８日の

審議会開催の４日前に送付したとしている。しかも土日を挟んだ送付であり、廃棄物

審議会委員が内容を綿密に審査する時間を与えない措置であった。また当日の廃棄物

審議会では、条例に基づき廃棄物審議会へ送付された意見書であるにもかかわらず議
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題にもされなかった。 

県廃棄物審議会は、当該事業計画に関する「関係住民への周知実施報告書に対する

県の判断」についての意見や、意見調整会議の結果を踏まえた「合意形成状況」につい

て意見を述べることが条例上の主たる任務である。安全・安心に関しては、自ら調査検

討することはなく、県の一方的な報告を受けそれを追認するだけであった。米子市が

専門家会議や県廃棄物審議会に審議を期待したのは、的外れの願望に過ぎなかった。

関係住民が提出した意見・疑問点は、回答がないままである。米子市は地元住民の安

心・安全の確保のため米子市環境審議会に事業計画・生活環境影響調査について諮問

し意見を得た後に、市有地の貸借契約の締結について判断すべきである。米子市が、米

子市環境審議会の意見を聴かず、事業計画・生活環境影響調査について実質的な審査

を行わなかった廃棄物審議会の結論を根拠とし、安全・安心は担保されたとしてセン

ターとの間で市有地の貸借契約を締結することは、不当である。土地売買契約の締結

も同じ。 

（事業計画・生活環境影響調査報告書に関する疑問点の１例） 

・「地下水が大山の方向に流れている。」という「誤っていると考えるほかない測定

結果」を用いて解析（分析）している。 

・流速＝透水係数×（２地点間の水位差÷距離）で求めるべきところ、流速＝透水係

数とし、しかも透水係数は一般的には砂礫層の方が高く、火山灰層が低いにも係

わらず、これを逆とし火山灰層が良く水を通すとして計算している。 

・上記の誤りのある考え方を前提として、三輪山の清水（産廃処分場計画地から約９

００メートル離れたところにあり、以前は小波上の泉と称されていた。）まで地下

水が到達する年数を、ケースを別にして三回計算しているが、下記のとおり驚く

べき差異のある計算結果となっている。 

① ８年～９年 

② ５７年 

③ ４，０００年 

センター及び環境プラントは、このどれが正しいと判定しているか今日まで表明しな

いままである。 

 ⑥平成３１年３月１０日開催された下泉自治会との調整会議では、県は、予定された論

点の質疑の中途であるにも係わらず、予定の時間が来たとして、一方的に調整会議を

閉じた。論点についての意見交換が、全て終了していないにもかかわらず県は、その

後、調整会議を再開することはなかった。 

⑦嫌悪（迷惑施設）の集積地で事前に地元住民の意向調査をすることなく地点選定した。 

地元のボスやセンター、環境プラント等の間で、水面下のネゴをし、調整が整った段階

で地点を決定した。地点決定を公表する約半年前の県議会で平井知事は、この動きを

見守っていると答弁している。県、米子市は、この動きに同調し、特に、米子市は角副

市長（当時）をセンターの理事とし派遣した。 

産廃計画地の周辺は、産業廃棄物安定型最終処分場、一般廃棄物最終処分場等が集

積しており（資料３１参照）、地点選定に当たっては、社会環境調査を実施し地元の住

民のパブリックコメントや、パブリック インボルルメントの手法を取り入れ地元住

民の意向を汲み入れ地点選定をすべきであったがそれをしなかった。地点決定の報道

により、地元住民が計画を知ったときには、一部の関係自治会では、自治会長が、自治

会の総会に諮ることなく、同意書を提出していることが発覚した。なお平成３１年５

月１９日の意見調整会議で水利権者は、産廃計画地周辺は、「廃棄物最終処分場等の嫌

悪施設が集中している。」状況を説明しこのような所では、社会環境調査し地元住民の

意向を確認した上で地点選定をすべきであると意見を述べた。県は廃棄物審議会に対

し「嫌悪施設の集中しているところ」を「大規模開発の集積地」と言い換えて報告し

た。廃棄物審議会の委員に対する悪質な印象操作である。 

 ⑧淀江産廃を淀江町小波に作る前提が崩壊した。 
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センターのホームページのＱＡでは、「どうしてこの地（淀江）に作ることになったの

ですか。」というＱに対し「淀江産廃は、環境プラントが２０年以上にわたって事故や

環境上の問題を起こすことなく運営してきた一般廃棄物最終処分場の隣接地であり、

同社の安全・安心の運営のノウハウ等が活用でき（以下略）」と答えている。以下の事

実からこの前提は崩壊している。 

○環境プラントと西部広域は、環境プラントの第２最終処分場の水処理のための調整

槽について、構造上、処理能力に余裕がある施設でないことを認めている。（資料３

６）（新基準に不適合） 

また米子市は、この事実が明らかになった平成２０年１月２２日開催の西部広域

の会議に職員２名を出席させている。この会議では、調整槽の拡大の方向に行きた

いが拡大には用地確保が難しいことが指摘されている。 

前述の請求の要旨で記述したように平成３０．１１．１９開催の西部広域の議会

定例会議では、埋立残余年数は、７年程度と予測している。西部広域は、５０％を外

部処理することによって、６～７年程度延命する考えであるが、構造上問題のある

最終処分場であれば、安全性確保の観点から、できる限り速やかにこれを新基準に

適合させるように施設の改善に取り組むべきである。そうすることなく、環境プラ

ント、西部広域は最終処分場について更に延命を図ろうとするものであり、地元住

民に取っては、安心・安全が確保できないこの延命措置は、受け入れられない。 

（注）平成１０年６月１６日交付、６月１７日施行の国の新基準 

・保有水等を有効に集め速やかに排水することができる堅固で耐久力を有する構

造の管渠その他の保有水集排水設備を設けること。 

・保有水等の水量及び水質の変動を調整することができる耐水構造の調整池を設

けること。 

なおこの新基準は既設の最終処分場に対する経過措置について「原則として、改正

後の新基準を適用することとするが、直ちに新基準に適合させることが困難な場合に

は一定期間適用を猶予するとともに、新基準に適合させることが実態上困難な場合に

は適用しないこととする。」とされている。 

環境プラントは、新基準に適合させることが実態上困難ならば、その理由を明らかに

し、地元住民に説明すべきであるが、これまで、西部広域と共に、このことを隠蔽して

きた。 

 ○環境プラントは第２最終処分場の次の許可申請書に「公害防止・環境保全計画書」（資

料３７参照）を添付している。この計画書３．公害防止措置として、下流集落の井戸

２ヶ所を決め、６ヶ月に１回全項目の自主検査を行い米子保健所、淀江町（現在米子

市）、関係地区へ報告すると記載して許可を得ている。しかし米子市の環境政策課は、

この報告を受け取っていない。（西部広域を指導すべき米子市、及び環境プラントを

指導すべき西部広域はこのことを現在も放置している。）県に対する許可申請書で示

した「公害防止措置」さえ実行しない環境プラントが、これまで長年わたり問題なく

一般廃棄物最終処分場を運営して来たとするセンターの判断は誤りである。 

  ①廃掃法関係（最終処分場設置許可） 

   平成５年１月２１日 許可申請 

   平成５年１月２７日 許可    

②森林法関係（林地開発許可） 

平成４年１２月１日 許可申請 

平成５年１月２２日 許可    

○環境プラントの不法焼却・医療系廃棄物の不法投棄問題 

昨年明らかとなったこの問題について、この発言をした○○○○○○○○○○○に

対しては、「高齢だから応対できない。」と環境プラントから言われ、県は本人確認を

していない。また最終処分場の地元住民への聞き取り調査をしていない。物的証拠の

ための現地での掘り起こしもしていない。真相は未解明のままである。 
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（２）事実証明書及び追加資料（題目等のみ） 

ア 住民監査請求書に添付された事実証明書 

資料１ 組合議会ごみ処理施設等調査特別委員会資料（抄本） 

資料２ 第３次米子市一般廃棄物処理基本計画（抄本） 

資料３ 平成３０年第４回鳥取県西部広域行政管理組合 議会定例会会議録（抄本） 

資料４ 産業廃棄物最終処分場設置計画区域図（事業計画書） 

資料５ 処分場区域内 土地一覧表（事業計画書）（抄本） 

資料６ 産業廃棄物最終処分場設置計画区域関連公図（事業計画書） 

資料７ 不動産登記全部事項証明書 

資料８ 環境プラントが使用中の市有地区域図 

資料９ 産業廃棄物処理施設（中間処理施設）設置許可申請の手引（抄本） 

資料１０ 開発協定書 

資料１１ 開発協定書第３条第１項の規定による変更開発事業実施計画（設計）の同

意について（伺い）（申請書添付書類） 

資料１２ 変更開発事業実施計画（設計）記載文言 

資料１３ 変更開発事業実施計画（設計）記載文言 

資料１４ 変更開発事業実施計画（設計）の同意について 

資料１５ 森林法及び森林組合合併助成法の一部を改正する法律の施行について

（開発行為の許可制及び伐採の届出制関係） 

資料１６ 淀江第２最終処分場全体計画について４者確認 

資料１７ 一般廃棄物最終処分場の建設に関する覚書 

資料１８ 確認書（淀江第２最終処分場全体計画について） 

資料１９ 財団法人鳥取県環境管理事業センター 第５５回理事会 議事録（抄本） 

資料２０ 平成２４年第２回鳥取県西部広域行政管理組合 議会定例会会議録（抄

本） 

資料２１ 財団法人鳥取県環境管理事業センター 第３７回理事会 議案書（抄本） 

資料２２ 産業廃棄物最終処分場の候補地について（依頼） 

資料２３ 産業廃棄物最終処分地の候補地について（回答） 

資料２４ 小波浜、小波上自治会同意書 

資料２５ 淀江さなめホール説明会写真 

資料２６ 小波地区の産業廃棄物処理場の設置について 

資料２７ 淀江産廃計画に関する米子市環境審議会への諮問について（要請） 

資料２８ 淀江産業廃棄物管理型最終処分場に関する米子市環境審議会への諮問に

ついて（回答） 

資料２９ 要請書 

資料３０ 鳥取県廃棄物処理施設設置手続条例第１７条第５項に基づき「調整に関

する意見書」の送付 

資料３１ 小波上周辺の廃棄物最終処分場（跡地を含む）及び嫌悪施設立地図 

資料３２ くらしと自然の融合（パンフレット） 

資料３３ 日本海新聞記事 

資料３４ 山陰中央新報記事 

資料Ａ 再見解書（抄本） 

資料Ｂ 日本海新聞記事 

資料３５ 山陰中央新報記事 

資料３６ 一般廃棄物第２最終処分場小堰堤構造検討書（抄本） 

資料３７ 公害防止・環境保全計画書 

イ 令和元年１０月４日に新たな証拠として提出された追加資料 

資料３８ 鳥取県漁業協同組合淀江支所関係 



12 
 

資料３９ 鳥取県開発事業指導要綱関係 

資料４０ 一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基

準を定める命令の一部改正について 

資料４１ 開発事業変更協議書、開発事業の変更協議結果について（通知） 

資料４２ 淀江産廃新聞広告に関する要請について（お願い） 

資料４３ 一般廃棄物第１最終処分場侵出水を第２最終処分場に連結したルート図 

資料４４ 鳥取県議会会議録 平成１９年１１月２８日（抄本） 

ウ 令和元年１０月７日に新たな証拠として提出された追加資料（その２） 

資料４５ 一般廃棄物処理施設変更許可申請書について 

資料４６ 産業廃棄物最終処分場事業計画区域図 

資料４７ 令和元年１０月５日請求者陳述に際し監査委員様にお配りした資料（請

求者代表の陳述要旨を含む） 

資料４８ 日本海新聞記事 

 

３ 請求書の受付日 

令和元年８月２６日 

 

４ 請求の受理 

本件請求は、法第２４２条第１項が定める所定の請求要件を具備するものと認めること

として、令和元年９月１３日付けでこれを受理した。 

 

第２ 監査の実施 

１ 監査の期間 

令和元年９月１７日から同年１０月２５日まで 

 

２ 監査対象事項 

本件請求に基づき、次の事項を監査対象とする。 

（１）米子市長が開発協定書を改定すること（以下「本件協定改定」という。）について、違

法又は不当な財務会計上の行為であると認められるか。 

 

（２）米子市長が公益財団法人鳥取県環境管理事業センター（以下「センター」という。）に

市有地（米子市淀江町小波４３４番地２。以下「本件土地」という。）の利用を認めるこ

と（以下「本件使用承諾」という。）について、違法又は不当な財務会計上の行為である

と認められるか。 

 

（３）センターが本件土地を産業廃棄物管理型最終処分場用地（以下「産廃最終処分場用地」

という。）とするために、米子市長がセンターと貸借契約又は売買契約を締結すること（以

下「本件契約締結」という。）について、当該行為が行われることが相当の確実さをもっ

て予測され、違法又は不当な契約の締結であると認められるか。 

 

３ 監査の対象部局（関係職員） 

  市民生活部環境政策課 

総務部総務管財課 

 

４ 請求人の証拠の提出及び陳述の聴取 

法第２４２条第６項の規定に基づき、請求人に新たな証拠の提出及び陳述の機会を付与

した。 

（１）証拠の提出 

令和元年１０月４日に請求人から新たな証拠として追加資料（資料３８から資料４４
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まで）が提出された。 

令和元年１０月７日に請求人から新たな証拠として追加資料（その２）（資料４５から

資料４８まで）が提出された。 

 

（２）陳述の聴取 

令和元年１０月５日に請求人８人のうち５人の陳述を聴取した。 

法第２４２条第７項の規定に基づき、請求人の陳述の聴取に関係職員を立ち会わせた。 

 

５ 関係職員の証拠の提出及び陳述の聴取 

法第１９９条第８項の規定に基づき、米子市長に弁明書及び証拠書類の提出を求めた。 

（１）証拠の提出 

令和元年９月２６日に米子市長から弁明書及び証拠書類が提出された。 

 

（２）陳述の聴取 

令和元年１０月５日に市民生活部長の陳述を聴取した。 

法第２４２条第７項の規定に基づき、関係職員の陳述の聴取に請求人を立ち会わせた。 

 

第３ 暫定的停止勧告について 

本件協定改定、本件使用承諾及び本件契約締結が違法であると思料するに足りる相当な

理由があると認められなかったため、法第２４２条第３項に規定された要件を満たしてい

ないと判断し、暫定的停止勧告を実施しなかった。 

 

第４ 監査の結果 

１ 主文 

本件請求を却下する。 

 

２ 理由 

（１）関係法令等 

別紙「関係法令等の定め（関係部分のみ）」に記載したとおりである。 

 

（２）認定事実 

請求書に添付された事実証明書、新たな証拠として提出された追加資料、関係職員か

ら提出された資料、公表資料を調査した結果、次のとおり事実を認定した。 

  ア 本件土地の概要 

財産区分 所在地 地目 
地積 

（平方メートル） 

普通財産 米子市淀江町小波 434 番地 2 原野 15,119 

 

イ 産業廃棄物管理型最終処分場事業計画 

センターは、産業廃棄物管理型最終処分場（以下「産廃最終処分場」という。）を設

置することを計画し、平成２８年１１月３０日に鳥取県廃棄物処理施設の設置に係る

手続の適正化及び紛争の予防、調整等に関する条例（平成１７年鳥取県条例第６８号。

以下「鳥取県条例」という。）に基づき、鳥取県に産廃最終処分場に係る事業計画書を

提出した。鳥取県は、鳥取県廃棄物審議会の意見を踏まえ、センターと関係住民との意

見調整を行った結果について、「事業者の対応が十分と認められ、かつ、関係住民の理

解を得ることが困難と認められるとき」に該当することから、鳥取県条例第１８条第１

項第３号に規定する「意見の調整を終結するとき」に該当するものと判断し、令和元年

５月３１日、関係住民に意見の調整結果を周知し、センター及び米子市に通知した。 
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○ 産廃最終処分場の概要 

（ア）事業主体 

公益財団法人鳥取県環境管理事業センター 

（イ）設置の目的 

鳥取県内の事業所から事業活動に伴って排出される産業廃棄物を適正に処分する

ため 

（ウ）施設の種類 

産業廃棄物の最終処分場 

（エ）処理する廃棄物の種類 

燃え殻、汚泥、廃プラスチック類、紙くず、木くず、繊維くず、ゴムくず、金属く

ず、ガラスくず・コンクリートくず（工作物の新築、改築又は除去に伴って生じたも

のを除く。）・陶磁器くず、鉱さい、がれき類、ばいじん及び廃棄物の処理及び清掃

に関する法律施行令（昭和４６年政令第３００号）第２条第１３号に規定する廃棄物 

ただし、いずれも特別管理産業廃棄物を除き、廃プラスチック類、ガラスくず・コ

ンクリートくず・陶磁器くず及びがれき類においては石綿含有産業廃棄物を含む。 

（オ）設置場所 

米子市淀江町小波４３４番地１０２ ほか３５筆 

（カ）処理能力 

埋立面積 約２１,５００平方メートル 

埋立容量 約２５７,０００立方メートル 

 

ウ 開発協定 

平成１７年３月３１日に米子市と合併する前の西伯郡淀江町（以下「旧淀江町」とい

う。）と環境プラント工業株式会社（以下「環境プラント工業」という。）とは、平成

４年５月２１日、環境プラント工業による第２不燃物（一般不燃物）最終処分場（以下

「一般廃棄物最終処分場」という。）の建設について、開発協定書を締結した。 

旧淀江町と環境プラント工業とは、開発協定書について、平成９年８月２８日、着工

時 期の変更等を内容とする一部改定をし、平成１６年３月３１日、工事期限の変更等

を内容とする一部改定をした。 

なお、開発協定書は、旧淀江町と米子市との合併後、米子市に引き継がれた。 

 

エ 変更開発事業実施計画 

環境プラント工業は、平成９年８月２８日、旧淀江町に対し、開発協定書第３条の規

定により、変更開発事業実施計画書を提出し、旧淀江町は、同年１０月２３日、同計画

に同意した。 

○ 変更開発事業実施計画の内容 

（ア）開発事業の名称 

環境プラント工業 第２不燃物最終処分場 

（イ）変更の理由 

埋立て跡地を農地として利用するため、隣接地と高さを合わせて有効利用するこ

とができるよう、土地改良事業２工区と３工区との連絡道路建設を有利な形状とす

るよう地元各関係者から申し入れがあったこと。 

また、廃棄物の埋立て用（保護土）として、掘削残土をストックするために、Ⅲ期

計画部分申請に先立って覆土置場用地として開発面積が追加申請された。 

 

オ 本件土地の使用承諾 

センターは、令和元年７月２５日、米子市に本件土地の利用を認めるよう求める要請

書を提出した。 

米子市は、センターに対し、同年８月３０日付け環政起第１３３７号－１「産業廃棄
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物管理型最終処分場の整備に係る米子市所有地の利用について（回答）」（以下「使用

承諾書」という。）により、条件を付して本件土地の利用を認める旨の回答をした。 

○ 使用承諾書に付された条件 

（ア）廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第１５条で定 

める設置許可手続において、鳥取県の厳正な審査により安全性が確認され、かつ、鳥

取県知事の許可を受けること。 

（イ）センター及び鳥取県において、産廃最終処分場の必要性及び安全性について住民

理解が更に深まるよう努力が行われること。 

 

  カ 鳥取県西部広域行政管理組合 

鳥取県西部広域行政管理組合（以下「西部広域」という。）は、法第２８４条の規定

に基づいて、昭和４７年６月に設立された一部事務組合であり、米子市を含む２市６町

１村によって組織され、不燃物処理施設（境港市が設置するリサイクルプラザ建設事業

に係る不燃物中間処理施設を除く。）の設置及び管理運営に関する事務を共同で処理す

るものとしている。 

 

キ 一般廃棄物処理基本計画 

西部広域は、昭和６１年１１月、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物

処理法」という。）第６条の規定に基づき、危機的廃棄物処理行政を安定的かつ長期的

に解決し住民の快適な生活環境を維持するため、米子市・境港市・西伯郡７町１村・日

野郡４町の構成市町村から排出される不燃ごみ及び粗大ごみを適正に処理処分するた

め、長期的展望に立った「一般廃棄物処理基本計画」を策定した。 

 

ク 最終処分場建設基本計画 

西部広域は、平成４年１０月、一般廃棄物処理基本計画に基づき、計画最優先課題と

位置付けられている最終処分場の建設整備に向けてより具体的な方針と技術指針を示

すため、廃棄物処理法第８条第２項６号及び７号の規定に基づき「最終処分場建設基本

計画」を策定した。 

○ 最終処分場建設基本計画の概要 

（ア）計画処理区 

米子市・境港市・西伯郡７町１村・日野郡４町 

（イ）計画可処分容量 

ａ 全体容量 ４４３,９４２.３立方メートル（環境プラント工業） 

ｂ 第１期分容量 ２１８,９３６.０立方メートル 

ｃ 第２期分容量 ２２５,００６.３立方メートル 

（環境プラント工業 概略設計による） 

（ウ）事業主体 

最終処分場の建設は環境プラント工業とする。 

ただし、西部広域は最終処分場の安全性及び経済性等を担保するため、施設の計 

画及び設計並びに施工に関して指導監督を行う。 

（エ）管理主体 

最終処分場の管理運営は環境プラント工業とする。 

ただし、西部広域は最終処分場の安全性及び経済性等を担保するため、埋立て管理

マニュアル・浸出液設備運転管理マニュアル・環境モニタリング手法・事後アセスメ

ント手法等について指導・監督を行う。 

（オ）計画予定地 

最終処分場の建設予定地は、西伯郡淀江町大字小波字林の奥４４１番地先とする。 

 

ケ 鳥取県西部のごみ処理のあり方検討会 
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西部広域は、平成３０年４月１日、鳥取県西部のごみ処理全般についてのあり方を検

討するため、鳥取県西部のごみ処理のあり方検討会を設置した。 

○ 鳥取県西部のごみ処理のあり方検討会の所掌事務 

（ア）可燃ごみ処理施設のあり方に関する事項 

（イ）不燃ごみ処理施設のあり方に関する事項 

（ウ）一般廃棄物最終処分場のあり方に関する事項 

（エ）ごみ処理のあり方に関連して検討が必要な事項 

 

コ 鳥取県廃棄物審議会 

鳥取県は、鳥取県条例第３０条の規定に基づき、次に掲げる事務を行わせるため、鳥

取県廃棄物審議会（以下「廃棄物審議会」という。）を設置している。 

○ 廃棄物審議会の所掌事務 

（ア）鳥取県条例第１６条第２項、第１７条第６項及び第１８条第２項に規定する事項

を処理すること。 

（イ）廃棄物処理法に基づく許可の申請若しくは届出若しくはダイオキシン法に基づく

届出の審査又は無害化処理実証試験施設の設置に関し、知事が意見を求めた事項に

ついて調査審議すること。 

（ウ）産業廃棄物の処理に関する重要な事項について調査審議すること。 

 

（３）監査委員の判断 

ア 上記第２の２監査対象事項（１）本件協定改定について 

住民監査請求は、法第２４２条第１項において、「普通地方公共団体の住民は、当該

普通地方公共団体の長について、違法若しくは不当な公金の支出、財産の取得、管理若

しくは処分、契約の締結若しくは履行若しくは債務その他の義務の負担がある（当該行

為がなされることが相当の確実さをもって予測される場合を含む。）と認めるとき、又

は違法若しくは不当に公金の賦課若しくは徴収若しくは財産の管理を怠る事実（以下

「怠る事実」という。）があると認めるときは、これらを証する書面を添え、監査委員

に対し、監査を求め、当該行為を防止し、若しくは是正し、若しくは当該怠る事実を改

め、又は当該行為若しくは怠る事実によって当該普通地方公共団体のこうむった損害

を補填するために必要な措置を講ずべきことを請求することができる。」と規定されて

いる。 

そして、住民監査請求の対象となる行為について、「法第２４２条第１項に定める事

項、すなわち公金の支出、財産の取得・管理・処分、契約の締結・履行、債務その他の

義務の負担、公金の賦課・徴収を怠る事実、財産の管理を怠る事実に限られるのであ

り、右事項はいずれも財務会計上の行為又は事実としての性質を有するものである。」

と判示されている（最高裁平成２年４月１２日第一小法廷判決）。 

このことから、「財産の取得、管理又は処分」とは、専ら当該財産の財務的処理を直

接の目的として行われる行為をいい、「契約」とは、財務的処理を直接の目的とする財

産上の契約をいうものと解されている。 

さらに、「法第２４２条第１項の契約の締結にいう契約とは財務的処理を直接の目的

とする契約に限られ、非財務的な行政上の事務処理の一環として行われる契約はたと

えそれが結果的に地方公共団体の財産上の損害をもたらすものであっても、これに含

まれないと解するのが相当である。」と判示されている（水戸地裁平成元年３月１４日

判決）。 

したがって、本件協定改定が財務会計上の行為であると認められるためには、本件協

定改定が、財務的処理を直接の目的とする財産上の契約でなければならない。 

そこで、本件協定改定が財務会計上の行為であると認められるか否かについてみて

みると、開発協定は、「環境プラント工業株式会社が西伯郡淀江町大字小波地内に環境

プラント工業株式会社第２不燃物最終処分場の建設（以下「開発事業」という。）につ
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いて、土地を開発事業以外の用途に使用してはならない（第４条）、環境衛生に十分な

配慮を払うこと（第９条）、災害の防止に万全を期すこと（第１１条）、火災の防止に

必要な施設を設置すること（第１２条）、公害防止のために万全の措置を講じること

（第１３条）、自然環境の保全に必要な措置を講じること（第１４条）」などと定めら

れた一般行政上の目的に基づく公法上の契約であると認められ、財務的処理を直接の

目的とするものとはいえないことから、住民監査請求の対象となる契約には当たらな

い。そのため、本件協定改定は住民監査請求の対象である財務会計上の行為とは認めら

れない。 

したがって、本件協定改定は、法第２４２条第１項に規定された要件を満たしていな

い事項と判断し、却下が相当である。 

 

イ 上記第２の２監査対象事項（２）本件使用承諾について 

一般に契約とは、相対する２人以上の当事者が合意することにより、権利義務の関係

をつくり出す法律行為をいうものと解されていることから、本件使用承諾は、センター

から米子市に、本件土地の利用を認めるよう求める要請書が提出されたことに対して、

米子市が条件付きで本件土地の利用を認める旨の回答であり、一種の契約関係に該当す

るものと判断される。 

上記第４の２（３）アのとおり、住民監査請求の対象となる「契約」とは、財務的処理

を直接の目的とする財産上の契約をいうものと解されている。 

したがって、本件使用承諾が財務会計上の行為であると認められるためには、本件使

用承諾が、財務的処理を直接の目的とする財産上の契約でなければならない。 

そこで、本件使用承諾が財務会計上の行為であると認められるか否かについてみてみ

ると、本件使用承諾は、センターに、「廃棄物処理法第１５条で定める設置許可手続きに

おいて、鳥取県の厳正な審査により安全性が確認され、かつ、鳥取県知事の許可を受ける

ことやセンター及び鳥取県において、産廃最終処分場の必要性及び安全性について住民

理解が更に深まるよう努力が行われること」を条件として本件土地の利用を認めるにす

ぎないものである。 

そうすると、本件使用承諾自体が、米子市に何らかの債権を取得させ、又は債務を負担

させる内容のものであるとはいえないため、本件使用承諾は、財務的処理を直接の目的

とする財産上の契約とはいえないことから、住民監査請求の対象となる契約には当たら

ない。そのため、本件使用承諾は住民監査請求の対象である財務会計上の行為とは認め

られない。 

したがって、本件使用承諾は、法第２４２条第１項に規定された要件を満たしていな

い事項と判断し、却下が相当である。 

 

ウ 上記第２の２監査対象事項（３）本件契約締結について 

（ア）相当の確実性について 

法第２４２条第１項に規定する「当該行為がなされることが相当の確実さをもって

予測される場合」について、「当該行為がなされることが相当の確実さをもって予測さ

れる場合とは、当該行為がなされるおそれが存する場合において、単にその可能性が漠

然と存在するというだけでなく、その可能性、危険性が相当の確実さをもって客観的に

推測される程度に具体性を備えている場合を指すと解するのが相当である。」と判示さ

れている（大阪地裁平成２３年１月１４日判決）。 

したがって、本件契約締結が相当の確実さをもって予測されると認められるために

は、本件契約締結の可能性、危険性が相当の確実さをもって客観的に推測される程度に

具体性を備えていなければならない。 

そこで、本件契約締結が、相当の確実さをもって予測されると認められるか否かにつ

いてみてみると、鳥取県条例第１条において、「この条例は、廃棄物処理施設の設置に

係る計画の事前公開、これに対する関係住民の環境保全上の意見提出等の手続、廃棄物
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処理施設における処理状況の公表その他必要な事項を定めることにより、廃棄物処理

施設の設置に係る手続の適正化及び紛争の予防、調整等を図り、もって生活環境の保全

及び公衆衛生の向上を図ることを目的とする。」と規定されており、鳥取県は、センタ

ーと関係住民との意見調整を行った結果について、「事業者の対応が十分と認められ、

かつ、関係住民の理解を得ることが困難と認められるとき」に該当することから、「意

見の調整を終結するとき」に該当するものと判断し、令和元年５月３１日に鳥取県条例

に基づく手続が終結した。その後、センターから米子市に、本件土地の利用についての

要請があり、米子市はセンターに対して、同年８月３０日に条件を付して本件使用承諾

したところである。 

本件契約締結の先行行為と考えられる本件使用承諾において、「廃棄物処理法第１５

条で定める設置許可手続において、鳥取県の厳正な審査により安全性が確認され、か

つ、鳥取県知事の許可を受けることやセンター及び鳥取県において、産廃最終処分場の

必要性及び安全性について住民理解が更に深まるよう努力が行われること」の条件を

付していることから、少なくともセンターが廃棄物処理法で定める設置許可を受けな

い限り、本件契約締結は行われないといえる。 

また、請求人自身が、「米子市は、センターとの間で、センターが本件土地を産廃最

終処分場用地とするため貸借契約を締結する。なお、用地売買契約の締結をする可能性

もある。」と主張しているように、米子市が、センターと貸借契約を締結するのか、売

買契約を締結するかは未確定であり、具体的なものは確認することができず、具体性に

欠けているものと言わざるを得ない。もっとも、請求人から、貸借契約又は売買契約が

締結されることが、相当の確実さをもって予測されることを証する書面は提出されて

いない。 

そうすると、本件請求時点において、本件契約締結の可能性、危険性が相当の確実さ

をもって客観的に推測される程度に具体性を備えているとは認められない。 

（イ）違法性・不当性について 

一般に、法第２４２条第１項に規定する財務会計上の行為のうち裁量的行為につい

て、それが違法となるのは、「裁量権の逸脱又はこれを濫用があった場合」であり、そ

れが不当となるのは、「裁量権の逸脱・濫用に至らない程度の不合理な行使があった場

合」であると解するのが相当であると解されている。 

ａ 一般廃棄物最終処分場のⅢ期計画について 

請求人は、「旧淀江町が、開発協定に基づき提出された「変更開発事業実施計画書」

に同意したことにより、一般廃棄物最終処分場のⅢ期計画地が開発協定の適用範囲

となったため、本件土地を産廃最終処分場用地にすることは、現行の一般廃棄物最終

処分場の全体計画（Ⅲ期計画を含む。）と矛盾し、開発協定に違反する。」、「旧淀

江町は谷周辺を一体化して欲しいという意向を持っており、Ⅲ期計画はそれに適合

した計画であることから、本件土地を産廃最終処分場用地としてセンターに使用さ

せることは不当である。」、「現在なお、次なる一般廃棄物最終処分場の候補地さえ

見つからない現状で、関係する地元住民が一般廃棄物最終処分場のⅢ期計画を含め

全体計画について既に同意するなど一般廃棄物最終処分場とするための主要課題が

ほぼ解決済みであるこの地点を放棄し、新規地点を選定し、取り組むことは行政上の

無駄な行為であることから、米子市が本件土地をセンターに産廃最終処分場用地と

して使用させることは違法且つ不当である。」と主張している。 

これら請求人の主張は、一般廃棄物最終処分場のⅢ期計画が計画されていたこと

を前提としているものであると解されることから、一般廃棄物最終処分場のⅢ期計

画が計画されていたと認められるか否かについてみてみると、市町村は、廃棄物処理

法第６条第１項において、「当該市町村の区域内の一般廃棄物の処理に関する計画

（以下「一般廃棄物処理計画」という。）を定めなければならない。」と規定され、

同法第６条の２第１項において、「一般廃棄物処理計画に従って、その区域内におけ

る一般廃棄物を生活環境の保全上支障が生じないうちに収集し、これを運搬し、及び
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処分しなければならない。」と規定されている。 

一般廃棄物処理計画は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和４６年

厚生省令第３５号）第１条の３の規定により、一般廃棄物の処理に関する基本的な事

項について定める基本計画（一般廃棄物処理基本計画）及び当該基本計画の実施のた

めに必要な各年度の事業について定める実施計画（一般廃棄物処理実施計画）から構

成されている。 

 西部広域は、廃棄物処理法の規定に基づき、「一般廃棄物処理基本計画」を策定し、

同計画に基づき、計画最優先課題と位置付けられている最終処分場の建設整備に向

けてより具体的な方針と技術指針を示すため、「最終処分場建設基本計画」を策定し

ている。 

請求人が主張する一般廃棄物最終処分場のⅢ期計画については、一般廃棄物最終

処分場を設置する権限を有する西部広域の「最終処分場建設基本計画」に位置付けら

れたものではなく、一般廃棄物最終処分場として計画された事実を確認することは

できなかった。 

  なお、次期一般廃棄物最終処分場の候補地については、西部広域が設置している

「鳥取県西部のごみ処理のあり方検討会」にて検討が行われており、本件請求時点に

おいて、請求人が主張するⅢ期計画地を候補地とすることは検討されていない。 

そうすると、請求人の主張は、一般廃棄物最終処分場のⅢ期計画を前提としている

ものであるところ、一般廃棄物最終処分場のⅢ期計画が、そもそも一般廃棄物最終処

分場として計画された事実が認められないことから、本件契約締結は、違法又は不当

な契約の締結であるとは認められない。 

ｂ 市民の安心・安全について 

請求人は、「周辺住民を初め多くの市民が産廃最終処分場に不安を抱え、地元住民

の理解が得られていない中で、事業計画・生活環境影響調査について、廃棄物審議会

は実質的な審査を行わなかったため、安全・安心が担保されていないとして、センタ

ーと貸借契約又は売買契約を締結することは不当である。」と主張している。 

しかし、産廃最終処分場の必要性及び安全性について、米子市長は、本件契約締結

の先行行為と考えられる本件使用承諾の理由として、次のとおり判断している。 

   （ａ）産廃最終処分場の必要性について 

ⅰ 廃棄物処理の現状 

産廃最終処分場は、県内の経済活動はもとより、病院や福祉施設などの事業活

動からも不可避的に発生する廃棄物を適切に処分するために必要な施設である。

また、産業廃棄物の減量化とリサイクルは進んできてはいるが、その全量をリサ

イクルすることは不可能であり、埋立による最終処分が必要な状況に変わりは

ない。 

現在、県内で発生する産業廃棄物（管理型品目）は、兵庫県、島根県をはじめ

とする県外で処分している状況であるが、県外の産業廃棄物の搬入規制が３６

道県で実施され、また、近県の処分場の残存容量は減少していることから、処分

先の確保が困難となることを想定しなければならない。県内で発生した産業廃

棄物は、県内で処分することが本来の姿であることからも、県内に産廃最終処分

場を設置することは緊急性のある課題であると認識しなければならない。 

ⅱ 県内の産業振興及び経済への懸念 

県内処分場の確保は、新たな企業誘致にとって重要な条件の一つであり、また、

その確保が困難になれば、既存企業がその立地を県外に移す理由となりかねな

い。さらには、企業活動の縮小により雇用環境の悪化を招くことも考えられるこ

となど、県内経済への重大な影響が懸念されることからも重要な課題である。 

ⅲ 生活環境の保全 

県内処分場の確保により、産業廃棄物を適切に処分することができる環境を

整えることは、市民生活の身近な問題である不法投棄及び野外焼却の抑止に繋



20 
 

がるなど、地域のより良い生活環境の維持に寄与するものである。 

○ 結論 

産廃最終処分場は、一般廃棄物の最終処分場と並び、市民生活の確保、とりわ

け産業活動の維持及び発展のために必要な施設であるとの基本認識のもとで、

上記のとおり、これを鳥取県内に設置する必要性は十分に認められる。  

よって、米子市としては、鳥取県が進める廃棄物行政に対して、可能な限り協

力すべきと判断した。 

（ｂ）産廃最終処分場の安全性について 

廃棄物審議会（平成２９年６月７日開催）では、センターが提出した見解書に対

し、当該処分場の安全対策は、国内の管理型処分場でも非常に高度なものであると

の判断が示されている。 

さらに、米子市から鳥取県に要請した、安全性の７項目（ⅰ生活環境影響調査の

結果、ⅱ搬入管理、ⅲ遮水構造、ⅳ集中豪雨への対応、ⅴ地震による影響、ⅵ放流

先の水質への影響、ⅶ地下水への影響）の確認、更には、米子市議会から鳥取県に

要望した施設の安全性についての十分な確認について対応するため、鳥取県は、専

門家会議を特に設けて、その見解等を踏まえながら、廃棄物審議会（平成３１年４

月１９日開催）において、次のとおり安全性の確認が行われている。 

ⅰ 生活環境影響調査の結果 

  専門家の意見を踏まえた上で、国及び県が定めた指針に沿って、大気質、騒音、

振動、悪臭、水質及び地下水の調査が行われている。センターは、影響を回避、

低減するための措置を行うこととしており、全ての調査項目において環境に悪

影響を与えるような結果は出ていない。 

ⅱ 搬入管理 

３段階（事前審査・受付検査・展開検査）において、複数の検査等（書類検査・

分析検査・目視検査・放射線測定・蛍光Ｘ線分析・抜取り検査）を行うこととさ

れており、専門家会議においても、「持込み時の目視検査、埋立時の展開検査、

持ち込みごみの抜き取り検査により、契約外の廃棄物は持ち帰らせることとな

っている。この搬入管理が第一の対策である。」との意見が示されている。 

ⅲ 遮水構造 

処分場の底部が、二重の遮水シートに加えてベントナイト混合土で構成する

三重の遮水構造となっている。更に、上部の遮水シートの破損を防ぐための保護

砂の施工及び漏水検知のための電気的漏えい検知システムの設置など、国の基

準を上回る対策が講じられている。また、遮水シート及び保護マットの劣化並び

に破損の点検、更には、地下水モニタリングを実施することとされている。なお、

専門家からは、浸出水が埋立地外に漏れ出す可能性は大変低く、周辺を汚染する

ことは考え難いとの意見が示されている。 

ⅳ 集中豪雨への対応 

雨水集排水溝及び浸出水集排水管が県指針（３０年確率）を上回る５０年確率

の降水強度で設計されている。また、浸出水処理施設は、当市の月間最大降水量

を観測した平成９年の降水データを用い、同年の降水が２年連続で発生した場

合を想定した計画となっている。更には、浸出水を削減するための方法として区

画埋立方策が計画されている。 

ⅴ 地震への対応 

本事業計画地が、土砂災害警戒区域等の危険区域に指定されておらず、また、

周辺に大きな影響を与える可能性のある地震を引き起こす断層が存在しないこ

とが確認されている（「鳥取県地震・津波被害想定調査研究報告書（平成３０年

１２月）」）。更に、貯留構造物の設計に当たっては、全国都市清掃会議の要領

に基づき、震度６以上の地震動の影響が考慮された計画となっている。 

ⅵ 放流先の水質への影響 
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生物処理、凝集沈殿、砂ろ過、活性炭吸着等の処理に加え、逆浸透膜処理施設

を導入し、法律で規定された排水基準よりも良好な水質として放流する計画と

なっている。生活環境影響調査では、同様の水処理を行っている隣接の一般廃棄

物最終処分場の水質検査結果から、放流先河川の水質は環境基準を満たすと予

測されている。なお、専門家からは、放流水が排水基準を満たしていれば、河川

が処理水により環境基準を超えることはなく、生態系を含めた環境に影響を及

ぼすことはないとの意見が示されている。 

ⅶ 地下水への影響 

  浸出水処理施設は、三重の遮水構造等により、国基準以上の地下水への漏えい

防止対策が講じられている。また、生活環境影響調査では、既往最高水位は、処

分場の掘削底面よりも深い位置にあり、地下水の流動阻害及び周辺への水位変

化の影響は小さいと予測されている。なお、平成３０年２月に開催された専門家

会議において、「近隣水源地への汚染の懸念について、多重遮水工による対策が

講じられているため周辺を汚染することは考え難い」との意見が示されている。

更に、専門家会議では地下水の専門家が欠席だったことから、センターの地下水

流向等調査の検証を県が改めて専門家に依頼し、平成３０年６月に専門家から、

「本調査結果は妥当なものである」との意見を受けている。 

○ 結論 

米子市から鳥取県に確認及び要請した、安全性の７項目については、廃棄物審

議会の審議結果のとおりであり、また、近年建設された他の最終処分場と比べ、

遮水構造、放流水対策等の面で格段の安全対策を施すこととされていることか

ら、現時点において安全性を確保するための対策は講じられているものと判断

する。 

これらのことから、米子市長は、産廃最終処分場の必要性について、廃棄物処理の

現状、県内の産業振興及び経済への懸念及び生活環境の保全の観点から、産廃最終処

分場を鳥取県内に設置する必要性は十分に認められるとし、産廃最終処分場の安全

性について、廃棄物審議会において安全性の確認が行われており、また、近年建設さ

れた他の最終処分場と比べ、遮水構造、放流水対策等の面で格段の安全対策を施すこ

ととされていることから、現時点において安全性を確保するための対策は講じられ

ているものと判断しており、一定の検討、確認が行われていることが認められる。そ

して、これら米子市長の判断に、重要な事実に誤認があることや事実に対する評価が

合理性を欠くことなどにより当該判断が社会通念に照らし著しく妥当性を欠いてい

るとは認められないため、請求人が主張する「周辺住民を初め多くの市民が産廃最終

処分場に不安を抱え、地元住民の理解が得られていない」ことをもって、直ちに、本

件契約締結が裁量権の逸脱・濫用に至らない程度の不合理な行使となるとは認めら

れない。 

そうすると、本件契約締結は、不当な契約の締結であるとは認められない。 

なお、産廃最終処分場の安全性については、今後、センターが、鳥取県に対して、

廃棄物処理法第１５条の規定に基づき設置許可申請書を提出し、環境省令に定める

技術上の基準に適合しているかなどの設置許可基準を満たしているかどうかの審査

を受け、確認されることとなる。 

ｃ 第４の２（３）ウ（イ）違法性・不当性についての小括 

上記ａ、ｂから、本件契約締結が違法又は不当な契約の締結であるとは認められ

ず、その余の点についてはいずれも判断には至らなかった。 

（ウ）第４の２（３）ウ本件契約締結についての小括 

したがって、上記（ア）、（イ）から、本件契約締結は、相当の確実さをもって予測

されるとは認められず、法第２４２条第１項に規定された要件を満たしていない事項

と判断し、却下が相当であり、また、違法又は不当な契約の締結であるとは認められな

い。 
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３ 結論 

以上のことから、本件請求は、法第２４２条第１項に規定された要件を満たしていない

請求と判断し、却下することとした。 
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別紙 

 

関係法令等の定め（関係部分のみ） 

 

第１ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）の定め 

（住民監査請求） 

第２４２条 普通地方公共団体の住民は、当該普通地方公共団体の長若しくは委員会若し

くは委員又は当該普通地方公共団体の職員について、違法若しくは不当な公金の支出、

財産の取得、管理若しくは処分、契約の締結若しくは履行若しくは債務その他の義務の

負担がある（当該行為がなされることが相当の確実さをもつて予測される場合を含む。）

と認めるとき、又は違法若しくは不当に公金の賦課若しくは徴収若しくは財産の管理を

怠る事実（以下「怠る事実」という。）があると認めるときは、これらを証する書面を添

え、監査委員に対し、監査を求め、当該行為を防止し、若しくは是正し、若しくは当該怠

る事実を改め、又は当該行為若しくは怠る事実によって当該普通地方公共団体のこうむ

った損害を補塡するために必要な措置を講ずべきことを請求することができる。 

（組合の種類及び設置） 

第２８４条 地方公共団体の組合は、一部事務組合及び広域連合とする。 

２ 普通地方公共団体及び特別区は、その事務の一部を共同処理するため、その協議によ

り規約を定め、都道府県の加入するものにあっては総務大臣、その他のものにあっては

都道府県知事の許可を得て、一部事務組合を設けることができる。この場合において、

一部事務組合内の地方公共団体につきその執行機関の権限に属する事項がなくなったと

きは、その執行機関は、一部事務組合の成立と同時に消滅する。 

 

第２ 鳥取県廃棄物処理施設の設置に係る手続の適正化及び紛争の予防、調整等に関する条

例（平成１７年鳥取県条例第６８号）の定め 

（目的） 

第１条 この条例は、廃棄物処理施設の設置に係る計画の事前公開、これに対する関係住

民の環境保全上の意見提出等の手続、廃棄物処理施設における処理状況の公表その他必

要な事項を定めることにより、廃棄物処理施設の設置に係る手続の適正化及び紛争の予

防、調整等を図り、もって生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的とする。 

（意見調整結果の通知） 

第１８条 知事は、前条の規定による意見の調整を行った結果について、次の各号のいず

れに該当するかについて判断し、規則で定めるところにより、その旨を事業者及び関係

市町村長に通知するとともに、関係住民に周知しなければならない。 

（１）関係住民の理解が得られたと認めるとき。 

（２）意見の調整に対する事業者の対応が不十分であり、関係住民の理解が得られていな

いと認めるとき。 

（３）次条の規定により意見の調整を終結するとき。 

２ 知事は、前項の通知を行うときは、鳥取県廃棄物審議会の意見を聴くものとする。 

 

第３ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）の定め 

（目的） 

第１条 この法律は、廃棄物の排出を抑制し、及び廃棄物の適正な分別、保管、収集、運

搬、再生、処分等の処理をし、並びに生活環境を清潔にすることにより、生活環境の保全

及び公衆衛生の向上を図ることを目的とする。 

（一般廃棄物処理計画） 

第６条 市町村は、当該市町村の区域内の一般廃棄物の処理に関する計画（以下「一般廃

棄物処理計画」という。）を定めなければならない。 

２ 一般廃棄物処理計画には、環境省令で定めるところにより、当該市町村の区域内の一
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般廃棄物の処理に関し、次に掲げる事項を定めるものとする。 

（１）一般廃棄物の発生量及び処理量の見込み 

（２）一般廃棄物の排出の抑制のための方策に関する事項 

（３）分別して収集するものとした一般廃棄物の種類及び分別の区分 

（４）一般廃棄物の適正な処理及びこれを実施する者に関する基本的事項 

（５）一般廃棄物の処理施設の整備に関する事項 

（市町村の処理等） 

第６条の２ 市町村は、一般廃棄物処理計画に従って、その区域内における一般廃棄物を

生活環境の保全上支障が生じないうちに収集し、これを運搬し、及び処分（中略）しなけ

ればならない。 

（一般廃棄物処理施設の許可） 

第８条 一般廃棄物処理施設（ごみ処理施設で政令で定めるもの（以下単に「ごみ処理施

設」という。）、し尿処理施設（浄化槽法第２条第１号に規定する浄化槽を除く。以下同

じ。）及び一般廃棄物の最終処分場で政令で定めるものをいう。以下同じ。）を設置しよ

うとする者（第６条の２第１項の規定により一般廃棄物を処分するために一般廃棄物処

理施設を設置しようとする市町村を除く。）は、当該一般廃棄物処理施設を設置しよう

とする地を管轄する都道府県知事の許可を受けなければならない。 

２ 前項の許可を受けようとする者は、環境省令で定めるところにより、次に掲げる事項

を記載した申請書を提出しなければならない。 

（１）氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

（２）一般廃棄物処理施設の設置の場所 

（３）一般廃棄物処理施設の種類 

（４）一般廃棄物処理施設において処理する一般廃棄物の種類 

（５）一般廃棄物処理施設の処理能力（一般廃棄物の最終処分場である場合にあっては、

一般廃棄物の埋立処分の用に供される場所の面積及び埋立容量） 

（６）一般廃棄物処理施設の位置、構造等の設置に関する計画 

（７）一般廃棄物処理施設の維持管理に関する計画 

（８）一般廃棄物の最終処分場である場合にあっては、災害防止のための計画 

（９）その他環境省令で定める事項 

（産業廃棄物処理施設） 

第１５条 産業廃棄物処理施設（廃プラスチック類処理施設、産業廃棄物の最終処分場そ

の他の産業廃棄物の処理施設で政令で定めるものをいう。以下同じ。）を設置しようと

する者は、当該産業廃棄物処理施設を設置しようとする地を管轄する都道府県知事の許

可を受けなければならない。 

２ 前項の許可を受けようとする者は、環境省令で定めるところにより、次に掲げる事項

を記載した申請書を提出しなければならない。 

（１）氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

（２）産業廃棄物処理施設の設置の場所 

（３）産業廃棄物処理施設の種類 

（４）産業廃棄物処理施設において処理する産業廃棄物の種類 

（５）産業廃棄物処理施設の処理能力（産業廃棄物の最終処分場である場合にあっては、

産業廃棄物の埋立処分の用に供される場所の面積及び埋立容量） 

（６）産業廃棄物処理施設の位置、構造等の設置に関する計画 

（７）産業廃棄物処理施設の維持管理に関する計画 

（８）産業廃棄物の最終処分場である場合にあっては、災害防止のための計画 

（９）その他環境省令で定める事項 

３ 前項の申請書には、環境省令で定めるところにより、当該産業廃棄物処理施設を設置

することが周辺地域の生活環境に及ぼす影響についての調査の結果を記載した書類を添

付しなければならない。ただし、当該申請書に記載した同項第２号から第７号までに掲
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げる事項が、過去になされた第１項の許可に係る当該事項と同一である場合その他の環

境省令で定める場合は、この限りでない。 

 

第４ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和４６年厚生省令第３５号）の定め 

（一般廃棄物処理計画） 

第１条の３ 法第６条第１項に規定する一般廃棄物処理計画には、一般廃棄物の処理に関

する基本的な事項について定める基本計画及び基本計画の実施のために必要な各年度の

事業について定める実施計画により、同条第２項各号に掲げる事項を定めるものとする。 

 

第５ 開発協定書の定め 

淀江町（以下「甲」という。）と環境プラント工業株式会社（以下「乙」という。）とは、

環境プラント工業第２不燃物最終処分場の建設について、次のとおり協定する。 

（開発事業の目的等） 

第１条 乙は、鳥取県西伯郡淀江町大字小波地内において、環境プラント工業第２不燃物

最終処分場の建設（以下「開発事業」という。）を行い、もって、鳥取県西部広域行政圏

の衛生事業に寄与するものとする。 

２ 乙は、平成９年７月２９日（第３条の同意のあった日。）以後すみやかに開発事業に関

する工事（以下「工事」）という。）に着手し、関係行政機関の閉鎖確認をもって工事の

完了とするものとする。 

（開発事業実施計画） 

第３条 乙は、この協定の締結後すみやかに、変更開発事業実施計画（設計）を作成すると

ともに、これを甲に提出してその同意を得なければならない。また、これを変更すると

きも同様とする。 

（土地の用途） 

第４条 乙は、開発事業を実施しようとする土地を第１条第１項の目的以外の用途に供し

てはならない。 

（排水） 

第８条 乙は、あらかじめ開発事業の施工時及び完成後における雨水、汚水、下水等の終

末処理計画を立て、甲、関係地区住民、関係水利権者及び関係河川管理者に協議しなけ

ればならない。 

２ 雨水、汚水、下水等については、乙は自己の費用負担において終末処理施設を設けて

処理し、かつ、善良な維持管理を行わなければならない。 

（環境衛生） 

第９条 乙は、開発事業の施工時及び完成後において発生する廃棄物を、自己の費用負担

において必要な処理施設を設けて処理する等、環境衛生に十分な配慮を払わなければな

らない。 

（汚水処理施設） 

第１０条 乙は、開発事業の施工時及び完成後において必要な汚水処理施設を自己の費用

負担において設置し、善良な管理を行わなければならない。 

（災害の防止） 

第１１条 乙は、甲及び関係行政機関の指導及び指示にしたがい、自己の費用負担におい

て必要な災害防止施設を設置する等、災害の防止に万全を期さなければならない。 

（火災の防止） 

第１２条 乙は、消防関係法令を遵守し、開発事業の施工時における火災の防止に細心の

注意を払うとともに、開発事業の完成後における火災を防止するため、甲及び関係行政

機関の指導及び指示にしたがい貯水施設及び消火栓等、火災の防止に必要な施設を設置

しなければならない。 

（公害の防止） 

第１３条 乙は、開発事業の施工時及び完成後において発生が予想される騒音、振動、粉
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じん、煤煙、ガス、臭気、汚水等については、公害防止に関する法令の趣旨及び基準を遵

守して、必要な公害防止施設を設置する等、自己の責任と費用負担において、関係地区

住民に被害を及ぼさないよう万全の措置を講じなければならない。 

２ 前項の措置を行ってもなお公害が発生する恐れがあり、もしくは現実に公害が発生し

たとき、または、関係地区住民から苦情があったときは、乙は、ただちに誠意をもって必

要な措置を講ずるとともに、甲及び関係行政機関と協議するものとする。 

３ 乙は、水質汚濁を防止するため当該開発区域から発生する処理水等について、「別表

１」に定める頻度及び項目について水質検査を実施し、検査結果を甲に報告するものと

する。 

なお、水質検査の結果が「別表１」に定める基準を超えた場合は乙は直ちに放流を停止

し、甲に報告すると共に甲の指示する必要な措置を講じなければならない。 

（自然環境の保全） 

第１４条 乙は、開発事業の施工に当たって自然環境の保全に十分な配慮を払わなければ

ならない。 

２ 乙は、開発事業の施工に伴って開発区域外の自然環境を破壊したときは、自然植生の

すみやかな回復を図る等、自己の費用負担において自然環境の保全に必要な措置を講じ

なければならない。 


